
庁  議  案  件  Ｎｏ．１  

平成２５年 ２月 １日 

所管  総 務 局  人 事 部  

  

件  名 堺市職員の給与の特例に関する条例（案）の制定について 

経 過 ・ 現 状 

 

政 策 課 題 

【経過】 

・平成 24 年 4 月 「国家公務員の給与及び臨時特例に関する法律」（以下「法」

という。）に基づき、国家公務員給与の減額措置を実施（平成26

年3月末まで） 

⇒ 法附則第 12 条「地方公務員の給与については、地方公務員法及びこの法

律の趣旨を踏まえ、地方公共団体において自主的かつ適切に対応されるもの

とする。」 

 

【現状】 

・法施行により、堺市のラスパイレス指数が上昇する見込み。 

・法附則第 12 条の規定を踏まえ、堺市の職員給与について市民の理解と納得を

得るためには、国家公務員との給料の均衡を保つべき。 

・財政運営について厳しい状況が続く中、市民サービスの水準を低下させること

なく安定的に提供し続けなければならない。 

 

対 応 方 針 

 

今 後 の 取 組 

（ 案 ） 

【減額措置の内容】 

・役職に応じて給料月額の減額措置を講ずる。 
 

役職区分 減額率 

局長級・部長級 6％ 

部次長級・課長級 4.8％ 

課長補佐級以下 
3％ 

ただし、若年層については2％ 

 

・減額措置期間 

  2年間（平成25年4月1日から平成27年3月31日まで） 

 

【今後のスケジュール】 

・平成25年2月   議会への提案 

・平成25年4月1日 施行(予定) 

効 果 の 想 定 ・影響額  ▲1,400,000千円（2年間） 

関 係 局 と の 

政 策 連 携 

 

 



堺市職員の給与の特例に関する条例（案） 

 

 （給与条例の特例） 

第１条 平成２５年４月１日から平成２７年３月３１日までの間（以下「特例期間」とい

う。）においては、堺市職員の給与に関する条例（昭和２９年条例第６号。以下「給与条

例」という。）第４条第１項各号（第２号を除く。）に掲げる給料表の適用を受ける職員

（地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４年法律第４８号）

第５条の規定により任期を定めて採用する短時間勤務職員を除く。以下同じ。）に対する

給料の月額の支給に当たっては、給料の月額から、給料月額（堺市職員の給与に関する

条例等の一部を改正する条例（平成１８年条例第３１号。以下「平成１８年改正条例」

という。）附則第７条の規定により支給される給料を除く。以下同じ。）に当該職員に適

用される次の表の左欄に掲げる給料表及び同表の中欄に掲げる職務の級及び号給の区分

に応じそれぞれ同表の右欄に定める割合（以下「支給減額率」という。）を乗じて得た額

に相当する額を減ずる。 

給料表 
職務の級及び号給 

割合 
級 号給 

行政職給料表 １級 ７２号給以下 １００分の２ 

７３号給以上 １００分の３ 

２級 ３２号給以下 １００分の２ 

３３号給以上 １００分の３ 

３級 １２号給以下 １００分の２ 

１３号給以上 １００分の３ 

４級及び５級 全号給 １００分の３ 

６級 全号給 １００分の４．８ 

７級以上 全号給 １００分の６ 

消防職給料表 １級 ６４号給以下 １００分の２ 

６５号給以上 １００分の３ 

２級 ４０号給以下 １００分の２ 

４１号給以上 １００分の３ 

３級 ２８号給以下 １００分の２ 

２９号給以上 １００分の３ 

４級及び５級 全号給 １００分の３ 

６級 全号給 １００分の４．８ 

７級以上 全号給 １００分の６ 

福祉職給料表 １級 ６０号給以下 １００分の２ 



  ６１号給以上 １００分の３ 

２級 ３２号給以下 １００分の２ 

３３号給以上 １００分の３ 

３級及び４級 全号給 １００分の３ 

５級 全号給 １００分の４．８ 

再任用職員給料

表 

３級以下 １００分の３ 

４級 １００分の４．８ 

５級以上 １００分の６ 

２ 特例期間中における平成１８年改正条例附則第７条の規定の適用については、同条中

「給料月額」とあるのは「給料月額（堺市職員の給与の特例に関する条例（平成２５年

条例第  号）第１条第１項の規定により支給に当たって減ずることとされる額に相当

する額を減じる前の額とする。）」とする。 

３ 特例期間においては、職員の手当の額の算出の基礎となる給料の月額については、第

１項の規定は、適用しない。 

４ 特例期間における上下水道事業管理者の支給減額率は、行政職給料表の適用を受ける

職員のうち職務の級が８級以上のものの例による。 

 （任期付職員条例の特例） 

第２条 特例期間においては、堺市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１６

年条例第８号。以下「任期付職員条例」という。）第２条第１項の規定により任期を定め

て採用された者（以下「特定任期付職員」という。）に対する給料月額の支給に当たって

は、給料月額から、給料月額に次の各号に掲げる職員の区分に応じ当該各号に定める割

合を乗じて得た額に相当する額を減ずる。 

 ⑴ 任期付職員条例第７条第１項に規定する給料表の適用を受ける職員であって、その

号給が１号給又は２号給のもの １００分の３ 

 ⑵ 任期付職員条例第７条第１項に規定する給料表の適用を受ける職員であって、その

号給が３号給又は４号給のもの １００分の４．８ 

 ⑶ 任期付職員条例第７条第１項に規定する給料表の適用を受ける職員であって、その

号給が５号給以上のもの及び同条第３項の規定による給料月額を受ける職員 １００

分の６ 

２ 前条第３項の規定は、特定任期付職員について準用する。 

 （端数計算） 

第３条 この条例の規定により給料の支給に当たって減ずることとされる額を算定する場

合において、当該額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

 

   附 則 

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 


